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This paper reports on the life time of various kind of Japanese houses estil■ated by using a

methOd sil■ilar to making life table of human being. Defining the representative value of life time

as when the half of a cohort should be demolished, wooden residential houses have 38-year life,

and wooden apartコnent houses have 32‐year life. Another fOur type of houses, thOse of reinforced
concrete and those of steel frame, were also investigated. And their life tilnes do not differ l■uch

from those of the woode血 ones. Two types of Office buildings were also investigated fOr re‐

ference, and they had sil■1lar or a little shOrter life til■e than the houses.
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1. は じめに ら12月 31日 までの 1年 間とした"。また1987年中に

筆者らは既報
1)におしヽて,ゎ が国の1982～83年時点  新 築された建物についての資料も同時に収集した。なお

における木造専用住宅の寿命推計結果を報告した。今回  ア ンケート調査の実施期間は1988年 7月から10月まで

新たに調査対象の住宅種別を6種類に拡大し,さ らに鉄  で ある。結果的に建物の種類によっては,一 部の都市で

筋コンクリート造および鉄骨造の事務所建築についても  資 料が得られなかったものもある。また調査方式が以上

同様の調査を行つたので,そ の結果を報告する。     の とおりであるため,資 料は都市別に得られたが,木 造

2.調 査対象および方法

専用住宅以外は都市別のままではサンプルサイズが小さ

く,個 別に分析しても結果の精度を確保することが困難

全国の都道府県庁所在地 46市 (那覇市は除く)に ,  で あると判断された。そこですべての建物種類について,

人口百万人以上である川崎市と北九州市を加えた48市  各 都市のデ
ータを新築年次別に合計したものに基づいて

を対象とし,固 定資産台帳に記載された各種住宅および  分 析を進めた。また新築年次が古くなると,場 合によっ

比較対照用の非住宅建築の現存棟数と除却棟数を,新 築

年次別にアンケート方式により調査した。なお東京都お

よび名古屋市については1区のデータを使用した
2)。
具

体的な調査建物の種類は,木 造 ・鉄筋コンクリート造 ・

鉄骨造のそれぞれ専用住宅および共同住宅と,比 較対照

用としての鉄筋コンクリート造と鉄骨造の各事務所の計

8種類である。調査時点は現存棟数については1987年

1月 1日現在,除 却棟数については1987年1月 1日か

表-1 調 査対象都市

や暮市 卑 田市 仙 台市 秋 田市 山 形市 福 島市

水戸市  字 毎宮市  前 椅市  滑 和市  千 葉市 東 京都 中野 区 槙 浜市

所潟市 =山 市 金 沢市 福 井市 甲 府市 長 野市 技 早市 静 田市

名古ほ市

津市  大 津市  京 都市  大 阪市 神 戸市  森 良市 和 政山市

鳥取市 松 江市 関 山市 広 島市 山 口市

億B市  滝 松市  松 山市  滝 知市

北九州市 福 田市 佐 貨市 長 崎市 熊 本市 大 分市 宮 崎市 庭 児S市
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奏-2 木 造専用住宅の現存 ・除却棟数 燕  木 造共同住宅の現存 ・除却棟数

章パ ラメ トリック分析 データ :窪 年 1 1 9年 まで

表-3 鉄 筋コンクリート造専用住宅の現存 ・除却棟数

勲  鉄 骨造専用住宅の現存 ・除却棟数

瀬  鉄 筋コンクリート造共同住宅の現存・除却棟数

表-7 鉄 骨造共同住宅の現存 ・除却棟数

ては現存する棟数が 1桁になったり,0の 場合がある。

このような場合にはデータに後述するような補正を加え

て分析を行った。また現存棟数と除却棟数を示す表-2

から表-9の 下部に,後 述の故障密度関数のパラメータ

推定にあたって用いた経年の最大値を記入している。

ユ 分析の方法

筆者らは従来より,各年齢別の滅失率 (死亡率)か ら,

コーホート(仮想建物集団)の 経年別の残存率分布を推
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勲  鉄 筋コンクリート造事務所の現存 ・除却棟数

勲  鉄 骨造事務所の現存 ・除却棟数

定するという生命表作成の手法を用いて,新 築年次別の

現存棟数と年間の除却棟数から建物の寿命分布を推計し

てきた。その具体的な計算過程で既報
1)においては,信

頼性理論で用いられる 「累積ハザード法」を援用した分

析 (ここでは「累積ハザード関数近似法」と呼ぶ)を行っ

てきた古今回は従来の方法の理論的な不足部分を補い,

以下に械略を述べるような方法 (「区間残存率推計法」

と呼ぶ)で 分析を行っている。なお理論的には区間残存

率推計法による方が,累 積ハザード関数近似法によるよ

りも,経 年による残存率推計値は低めに計算される (換

言すると寿命値は短めになる)が ,こ こで扱うデータの

ように,除 却棟数に対して現存棟数が比較的多い場合に

は,そ の差はさほど大きくならない。

3.1 区間残存率推計法の概要

まずつぎのように記号を定義する。

R(け):残存率 (信頼度)関 数

Д〕=響

X〕=舗

式から明らかなように,Alけ)は時間 けにおける故障の

瞬間的な発生率を表す。以上は信頼性理論で用いられて

いる用語である。

調査時点におけるデータを

れ :経年が J-1年 を越えて J年以下の建物の現存棟

数

ὰ :経年が ど-1年 を越えて J年以下の建物の 1年間

の除却棟数

の記号で表す。なお?↓=α↓/れ を除却率あるいは滅失率

とよぶことにする。既報
1)における累積ハザード関数近

似法では,Xを )の積分を各新築年次別の除却率の和でお

きかえることで累積ハザード関数の近似値をもとめ,残

存率の推計を行った。本研究の区間残存率推計法では累

積ハザード関数を用いず,以 下に示すような残存率推計

式を用いる。経年 J年におけるコーホートの残存率推計

値をR:を表すと,

R・=1

昨告静
R!=Rl・五特
=Rl理ユ位一毎)

とする。これらの導出過程を始めとする推計方法の詳細

は別報とするが
4),Rιの式はR(3)の けに関しての連続

性と,同 一新築年次集団 (ある経年の建物集団)に 含ま

れる建物の年齢差を考慮して導かれたものである。なお

その過程で同‐新築年次集団に含まれる建物の年齢幅の

区間においては,Xけ )が一定であるという仮定を設けて

いる。

特殊なケースについては,次 のような処理を行った。

ある経年の建物集団について比 が0の場合には,そ れ

以上の経年の建物集団で現存棟数が0で ないもののう

ち,経 年がもっとも近いもののデT夕 を流用することと

する。またれ とα,が等しい場合,お よび d!が 0の場

宅羊には,

的=器 … … … … … Hり

を用いることとする。これは試行回数れ と成功回数 αじ

のベルヌーイ試行から求めた二項分布確率の範囲の,最

大値と最小値の平均値である。

3.2 残存率分布の信頼幅の推定
一般に比 の値が大きいほど得られるRじの信頼度は

F(け)

メ(け)

Xけ)

不信頼度関数

故障密度関数

故障率関数

各関数には次のような関係がある。
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高くなると考えられるが,こ こではその幅を推定するた

めに,れ とRどを用いた一種のモンテカルロ法によるシ

ミュレーションを行って信頼幅を求めた。具体的には,

コーホートにおける経年の ガー1年 目からど年目に至る

期間の残存確率の推計値が Rじ/R=_1であることから,

その期間に除却される確率の推計値 1-(R!/R!_1)を確

率 pと し,れ を用いた二項分布 B(れ,p)にしたがう乱

数 (二項乱数)を 発生させて,経 年 J年における除却棟

数 dことする。これらを用いた残存率の推計計算を

10000回行って各経年における残存率の平均値と標準偏

差を求め,同時に残存率が特定の値になる年数について,

それぞれ平均値と標準偏差値を求めた。

3.3 残存率関数の推計

以上は残存率関数あるいは故障密度関数の具体的な形

を想定しないノンパラメトリックな推計であるが,最 小

二乗法を用いて Rこの分布から故障密度関数の関数形と
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パラメータを推定した (パラメトリック分析)。このこ

とにより,残 存率関数の記述が簡便になるほか,必 要に

応じて経年の小さい部分の R`か ら残存率分布を外挿し

たり,平 均余命の計算が可能になる。想定した分布形は

次の3種類である。ただし,は時間を表す変数とする。

正規分布

思〕=1-券 r'軽 pl一
生生
チ件
上
|"

▼oo4on Apartnent H。lses in JaPan,1987 (No■Paranetrlo Analyelel

図-4 木 造共同住宅の残存率 (ノンパラメトリック)
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図打  鉄 骨造共同住宅の残存率 (ノンパラメトリック)

メ分=券鉱pl土ダ|
対数正規分布

思と)=1-揚〒rキexpl二坐等ギ1佐
測=洗 鉱pトツ |

ワイブル分布
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これらのそれぞれについて最小二乗法によってパラメー

タを推定し,得 られた各分布関数のうちで残差二乗和の

もっとも小さいものを採用した。なおワイブル分布に関

しては,位 置パラメータδを考慮しない場合 (始めか

らδ=0と する :ワイブル分布 A)と ,考慮した場合 (ワ

イブル分布 B)の 2通 りについて検討した。
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図-1宇 8は,各 建物についての残存率を 「区間残存

率推計法」により推計した結果である。図中の破線は,

モンテカルロ・シミュレーションによって得られた各経

年における残存率分布について,標 準偏差をσとして,

平均値から±2σの範囲を示す。表-10.1お よびlo.2

は,各 建物の90%～ 10%残 存率に至る年数 (残存率年

数と呼ぶ)を10%間 隔で示したもので,合わせてシミュ

レーションによる信頼幅の推定結果を,残 存率年数の平

均値と標準偏差で示している。木造専用住宅,鉄 骨造専

用住宅,木 造共同住宅,鉄 筋コンクリート造共同住宅お

表-10.2 鉄 筋コンクリート造と鉄骨造事務所の残存率経年表

(単位 :年)

RC.Office Blildings h J8Pal 1987   ぃ。nPaFanetrtt A■alystsj
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図-7 鉄 筋コンクリート造事務所の残存率 (ノンパラメトリック)
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田-8 鉄 骨造事務所の残存率 (ノンパラメトリック)

鉄 筋 コンタリート定 事務 所 鉄骨 遺事 務所

残存率
経  年

レーンョン結 果
経  年

ンミi レーツ母ン結 果

平均 住 ETE震

0 . 3 0
0 . 8 0
0 , 7 0
0 . 6 0
0 . 5 0
0 . 4 0
0 . 3 0
0 . 2 0
0 . 1 0

1 9 , 0 1 4
2 4 . 6 2 5
2 9 . 2 9 9
3 2 . 4 8 7
3 4 . 7 6 9
3 8 . 5 3 8
4 1 . 8 7 4
4 6 . 0 1 5
5 3 , 9 3 1

1 9 . 0 7 0
2 4 . 5 4 6
2 9 , 8 0 1
8 2 . 5 3 9
3 5 . 2 8 8
3 9 , 5 0 9
4 3 , 0 7 4
4 7 . 5 8 3
5 5 , 9 7 6

0 . 5 4 5
0 . 4 0 3
0 . 5 0 6
0 . S 5 4
1 . 3 8 0
2 . 7 1 2
3 . 7 5 5
5 . 5 0 8
7 . 1 2 7

1 1 . 9 4 6
1 7 . 5 0 9
2 1 . 8 6 3
2 5 , 2 9 2
2 9 . 1 3 3
3 2 , 4 7 9
8 4 . 6 1 7
3 6 . 6 6 1
4 0 . 2 0 0

1 1 . 9 7 1
1 7 . 5 2 0
2 1 . 8 4 2
2 5 . 4 0 8
2 9 . 1 5 7
3 2 . 6 7 3
8 5 . 3 9 0
3 7 . 7 7 6
4 0 . 6 2 8

0 . 3 5 2
0 . 2 7 1
0 . 4 1 0
0 . 6 7 8
1 . 2 3 4
2 . 1 5 9
2 . 3 6 3
3 . 4 2 3
4 . 4 6 8

表-10.1 各 種住宅の残存率年数表 (単位 :年 )
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RC.APartBent Holses in Japal,1987 (Paranetrio Analysね)
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図-13 鉄 筋コンクリート造共同住宅の残存率関数曲線 (パラメトリック)
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表-11 パ ラメトリック分析の結果

０
一

正規分布

対改正規分布

イブル分布 A

ワイブル分布 a

沖
・3 2 7 1 2σ

対 政正規分布

ワイブル分布 B

正規分布

対歓正規分布

ヮイプル分布 A

ヮイプル分布 B

正規分布

対政正規分布

一〇

ヮイプル分布 A

鉄

骨

共

住

Ｒ

Ｃ

事

務

0 対数正規 分布

張

骨

事

務 プル分布 B

よび各事務所建物においては,残 存率 90%～ 20%の シ

ミュレーションによる経年値の計算結果は,歪 度と尖度

の値からおおむね正規分布にしたがうと考えられるの

で,こ れらの場合は平均値±2σがほぼ95%の 信頼度

となる。それ以外の場合については,平均値±2σはチェ

ビシェフの不等式
5)によって75%の 信頼幅となる。

表-11は パラメトリック分析の結果であり,得 られ

た分布関数に基づいて各残存率経年を求めた結果を表一

12に示す。また住宅についての残存率曲線のグラフを

図-9～ 14に,事 務所建物については,図 -15,16に 示

す。図中の○印と×印はRこのプロットであり,○ 印は

最小二乗法の計算対象としたものを示す。また破線は,

ノンパラメトリック分析の場合と同様に,二 項乱数によ

るシミュレーションを行って分布関数の適合性を半J定す

るためのものであり,分 布関数から計算された除却率を

基にして得られた残存率曲線の分布について,平 均値

±2σの範囲を表す。元の 妃̀ のプロットがこの破線の

範囲内にあれば,得 られた分布関数はおおむね適合性が

あるものと考えられる。なお図中の実線はシミュレー

ションによる残存率の平均値を表している。図-9に 見

られるようにす木造専用住宅の場合については,厳 密な

意味では対数正規分布から外れているという結果になる

が,全 体的にれ が大きいのでノンパラメトリック分析

そのものの信頼性は高い。また実用的には,ノ ンパラメ

トリック分析の結果との差は小さいので,木 造専用住宅

はおおむね対数正規分布にしたがうと考えてよいとおも

われる。

表-12 パ ラメトリック分析の結果による残存率経年表 (単位

:年)

5 . 結 語

各種建物の寿命の代表値を,50%残 存率に至る年数

(Bs。)の推計値とすると,1987年 時点においては木造専

用建物は38.214(38.026～ 38.410)年 ,鉄筋コンクリー

ト造専用住宅は40.600(36。136～47,159)年 ,鉄 骨造

専用住宅は32.778(31.232～ 34.444)年 ,木 造共同住

宅は32,064(31.384～ 32.682)年 ,鉄 筋コンクリー ト

造共同住宅は38.916(34.885～ 45.677)年 ,鉄 骨造共

同住宅は28.890(23.600～35.955)年という結果を得た。

比較対照のために分析した鉄筋コンクリート造事務所に

ついては34.769(32.528～ 38,048)年 ,鉄 骨造事務所

については29.133(26.689～ 31.625)年 という結果で

あった。括弧内はシミュレーションによる75%(な い

し95%)信 頼幅の年数を示す。

木造専用住宅については既報
1)の
資料を,改 めて今回

用いた 「区間残存率推計法」によって分析し直したとこ

ろ,B50に ついては37.692(37.509～ 37.874)年 という

値が得られた。今回の結果はこの値とほぼ等しいが,若

千長めとなっている。

専用住宅と共同住宅との比較では,い ずれの構造でも

共同住宅のほうが専用住宅より寿命が短いという結果に

なった。ただしこの点に関しては,非 木造建物で経年の

大きなものの棟数が少ないため,除 却棟数0の場合の式

(1)に よる補正の影響が大きいとも考えられる。特に

鉄筋コンクリート造共同住宅では,表 -12に 示すよう

に,パ ラメトリック分析で得られた分布関数によって計

算したユ。が50.614年 と大きな値を示している点に注

意する必要がある。鉄筋コンクリート共同住宅に関して

は現段階では断定的なことはいえず,今 後の推移を見守

る必要があろう。また全般的に住宅用建物は事務所用建

物に比べて寿命が同程度かやや長いことも分かった。こ

の点について,現 行の大蔵省令による減価償却用の耐用

年数の規定は,実 態とはかなり異なっているといえる。
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注 Prlll一μl>λ】<羊(ただし入>1)
1)参 考文献 1)を 参照

2)東 京都については,都 から中野区のみについてのデータ     参
考文献 2)に よる。なお,Prは |1内 が生じる確率を

が回答されたことによる。また名古屋市については,数      示
す。

値的にみてある1区 についてのデータが回答されたと思

われるが,詳 細は確認できなかった。            争 考文献

3)建 物の経年は,除 却建物の調査期間終了直後の時点で表   1)加 藤裕久,小 松幸夫 :木造専用住宅の寿命に関する調査

示するものとした。たとえば1986年新築の建物群では,     研 究,日 本建築学会計画系論文報告集,第 363号,

1988年 1月 1日時点の年齢分布は1才から2才であるの     pp.20～
26,1986.5

で,経 年は1年から2年 となる。表-2～ 9の経年の相に   2)林  周 二 :統計学講義 第 2版 ,丸 善,1973

は2年 としているが,こ れは詳しくは 「経年 1年 を越え   3)小 松幸夫 :建物寿命の年齢別データによる推計に関する

て2年以下」ということである。したがって1967年新築     基 礎的考察,日 本建築学会計画系論文報告集,第 439号,

のものについては,表 -2～ 9で は経年は1年 としている。     pp.91～
99,1992.9

4)参 考文献 3)を 参照

5)確 率変数をr,平 均″,標 準偏差 けとして次のように表      (1992年
4月 2日原稿受理,1992年 7月 6日採用決定)

される。

- 1 1 0 -


